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１ 計画策定の目的と位置付け 

 
橋本市（以下、「本市」という。）は、和歌山県の北東部に位置し、北は大阪

府、東は奈良県に接しています。市の中央部には紀の川が東西に流れ、南部に

は長峰山脈、紀伊山地に連なる山並みが続いており、豊かな自然資源に恵まれ

ています。 

しかし、近年、我が国では、環境基本法（平成 5 年法律 91 号。）や循環型社

会形成推進基本法（平成 12 年法律 110 号。）の制定をはじめ、廃棄物の処理及

び清掃に関する法律（昭和 45 年法律 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）、

資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 3年法律 48 号。以下「資源有効利

用促進法」という。）の改正、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に

関する法律（平成 7 年法律 112 号。以下「容器包装リサイクル法」という。）、

特定家庭用機器再商品化法（平成 10 年法律 97 号。以下「家電リサイクル法」

という。）、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律 104

号。以下「建設リサイクル法」という。）、食品循環資源の再生利用等の促進に

関する法律（平成 12 年法律 116 号。以下「食品リサイクル法」という。）、国等

による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律 100 号。以下「グ

リーン購入法」という。）の制定など、新たな法整備が進められています。また、

大規模住宅地の公共下水道接続や単独処理浄化槽の新設禁止（平成 13 年 4 月 1

日から）と合併浄化槽の設置の促進など生活排水処理にまつわる環境の変化も

進んでいます。 

こうした状況から、本市では、平成 18 年 3 月 1 日の旧橋本市と旧高野口町の

合併を契機に、「橋本市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」を策定しました。こ

の計画に引き続き、生活排水の適正処理を推進することを目的とする「橋本市

生活排水処理基本計画（以下、「基本計画」という。）」を策定します。 

なお、本基本計画は、平成 20 年 4 月策定の予定となっている「橋本市長期総

合計画（以下「総合計画」という。）」を上位計画と位置づけ、総合計画や他の

関連計画との整合性に留意して作成するものとします。【図 1-1】 

1 



 
第１章 計画の目的と内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環型社会形成推進のための法規制

～リサイクルの推進～ ～廃棄物の適正処理～

 　資源有効利用促進法

○廃棄物の発生抑制
○部品等の再使用
○原材料としての再利用による
　 総合的な取組みを実施

　 廃棄物処理法

○廃棄物の発生抑制
○廃棄物の適正処理
○廃棄物処理施設の設置規制
○廃棄物処理事業者に対する
　 規制
○廃棄物処理基準の設置　等

循環型社会形成促進基本法

社会の物資循環の確保、天然資源の消費
の抑制、環境負荷の低減

橋本市

　　　　　　　　新市まちづくり計画

質の追求
   ～ひと･自然･歴史を磨くまちづくり～

○人々が活き活きとくらし、働き、学べること
○まちの緑や水が輝き、個性ある風土が培
　 われること
○地域に伝わる歴史や文化が大切にされ、
   未来に継承されること

時間ゆたかに流れ
　　　　　       くらし潤う創造都市

○豊かな自然と共生する均衡ある
　 まちづくり
○活力ある産業を育成し若者が定住できる
   まちづくり
○健やかで安心して暮らせるまちづくり
○個性ある人と文化を育むまちづくり
○市民の力が生きるまちづくり

橋本市廃棄物の減量化、資
源化及び適正処理等に関
する条例

橋本市一般廃棄物処理基本計画
(10～15年間の中長期計画)

ごみ処理
基本計画

生活排水処理
基本計画

橋本市周辺広域市町村圏組合
ごみ処理基本計画

～個別物品の特性に応じた規制～

○容器包装リサイクル法
○家電リサイクル法
○食品リサイクル法
○建設リサイクル法
○自動車リサイクル法
○グリーン購入法

図 1-1 橋本市生活排水処理基本計画の位置付け 
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２ 計画対象区域 

 

本計画における計画対象区域は、橋本市全域とします。 

 

 
 

図 1-2 計画対象区域 
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３ 計画目標年次 

 

中間年次：平成 23 年度 
目 標 年 次 

目標年次：平成 28 年度 

 

 

生活排水処理基本計画策定指針（平成 2 年通知衛環 200 号）によると、生活

排水処理基本計画の目標年次は原則として計画策定時より10年～15年程度とす

ることとされています。また中間年次に関しては、将来予測の確定、施設の整

備状況等を勘案して、必要に応じて概ね５年ごとに設けることとしています。 

本計画における目標年次は、総合計画の基本構想、橋本市一般廃棄物（ごみ）

処理基本計画との整合を図り、約 10 年後の平成 28 年度とします。また、橋本

市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の改訂年度の平成 23 年度を本計画における

中間年次とします。 

なお、社会情勢や法体系変化等、計画策定の前提となっている諸条件に大き

な変動があった場合には、必要に応じ見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度(平成) 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

橋本市
一般廃棄物(ごみ)
処理基本計画

橋本市
一般廃棄物(生活排水)
処理基本計画

橋本周辺広域市町村圏組合のごみ処理施設
への移行計画にあわせ見直し 改訂

中間年次

 

 

 

図 1-3 計画期間と計画目標年次 
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